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一般報文 

津波を受ける橋の機能回復力向上のための技術開発

中尾尚史・森屋圭浩・大住道生・星隈順一
 

1．はじめに1 

 地震や津波は自然由来の現象であり、その特性

には不確実性が伴う。その一方で、構造物の耐震

設計は、一般に設計で考慮する地震動を設定した

上で、求められる耐震性能を満たすかどうかの照

査を行うことにより実施されている。このため、

設計で考慮した外力を超える作用が生じるリスク

は常に存在し、そのリスクに対して、経済的合理

性を失わない範囲で構造設計の中でどういう配慮

ができるかが重要な課題となっている1)。 

 2011年東北地方太平洋沖地震では、津波によ

り多くの橋が流出し、機能喪失する被害を受けた。

また、2016年熊本地震では、斜面変状や地盤変

位等の影響により、橋としての機能回復に時間を

要する被害に至った事例があった2)。津波や地震

の影響によって設計で想定している状態を超える

状態に至ったとしても、橋の機能喪失による社会

的影響を最小化できるように予め配慮しておくこ

とが減災対策上重要であり3)、これらの被災経験

から、その教訓が得られたところである。従来考

えられてきた「耐える」・「粘る」の設計思想だけ

ではなく、「賢く壊し、賢く直す」損傷制御設計

思想を導入することが重要といえる。 

 そのためには、橋の構造特性に応じて、致命的 
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な損傷への至りにくさや機能回復のための応急復

旧のしやすさの観点から、損傷シナリオや応急復

旧シナリオを構築し、上記シナリオの確実性を高

める構造設計法を検討する必要がある。 

 本報文では、津波の影響を受ける状況を対象と

して、上述した観点から橋の損傷制御の考え方を

示すとともに、その具体的な制御方法について検

討を行った一例を示す。 

2．津波の影響を受けた橋の破壊形態と機能

回復力 

2.1 津波の影響による橋の破壊形態 

 2011年東北地方太平洋沖地震による津波で致

命的な被害を受けた橋梁の状況を分析すると、写

真 -1(a)に示すように上部構造が流出して機能喪

失に至った橋、写真 -1(b)に示すように、橋脚の

倒壊も伴って機能喪失に至った橋の2つに大きく

分類される4)。いずれも橋としての機能が喪失し

ている点では同じであるが、最終的な破壊形態と

して下部構造が自立して残存しているかどうかと

いう観点で重要な違いがある。 

2.2 津波の影響に対する橋の機能回復力 

 地震後において橋の機能を回復させることの目

的は、緊急車両や支援物資輸送のための車両等が

通行可能な状態とすることである。応急復旧によ

りこの目的を早期に達成する観点からは、下部構

造が自立した状態で留まっている方が、仮橋の設

置等早期に応急復旧をするための選択肢も広がる。

そこで著者らは、津波の影響によって上部構造か

ら伝達される作用力に対して、橋の最終的な破壊

形態として、写真 -1(a)のように上部構造は流出

するものの、下部構造は自立して残存させる戦略

に着眼することとした。 

2.3 津波の影響に対する橋の損傷制御 

 前述の考え方に際し、破壊シナリオの信頼性を

高めるためには、津波の影響に伴う作用力が、橋

を構成する各部材や部材間の接合部を伝達してい

くプロセスにおいて、各部材間の耐力の階層化を

適切に行うことにより、想定を超える作用力が生 

(a) 上部構造が流出して機能喪失した橋  

(b) 下部構造の倒壊も伴って機能喪失した橋

写真-1 津波により橋の機能が喪失した事例
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じた時に損傷を誘導する部材(損傷制御部材)が明

確となっていることが重要である。 

 以上の観点を踏まえ、津波の影響を受ける橋の

損傷制御部材として、2.2で述べたように下部構

造を残存させた上で作用力の伝達経路で損傷を誘

導しやすい支承部に着目した。本研究では、支承

部を選定し、高い信頼性をもって損傷を制御する

ことが可能な支承 (以下「損傷制御型支承」とい

う。)を開発することを目標とした。 

3．損傷制御型支承の提案 

3.1 損傷制御型支承の設計思想 

 支承部の耐震設計では、設計地震力以上の耐力

を有するように支承部を構成する部品の諸元等が

設定されている。損傷制御型支承に求められる性

能は、耐震設計で考慮する設計地震力に対して支

承の機能を確保した上で、次式に示すように津波

の影響によって生じる力に対する最終的な破壊が

下部構造ではなく支承部に生じるようにする必要

がある。 
        

ySuDEQ PPP          式(1) 

ここで、PEQは耐震設計で考慮する設計地震力、

PuD は損傷させる部位の耐力、PySは下部構造の

耐力である。 

3.2 損傷制御型支承の損傷メカニズム 

 著者らは、既設道路橋において広く使われてい

るBP-B支承 (密閉ゴム支承板支承 )に対し、損傷

を制御するための部品(損傷制御部品)としてサイ

ドブロック(上揚力止め)に工夫を施した損傷制御

型支承を提案している5)。この損傷制御部品は、

別途実施した実験6)を基にサイドブロックを曲げ

変形させて損傷を制御する構造とした(図-1)。 

 図-1は、橋軸直角方向、鉛直上向き方向および  

 

斜め上向き方向の力に対する、損傷制御型支承の

損傷メカニズムを示したものである。まず、鉛直

上向き方向および斜め方向の力が作用した場合に

対しては、上沓が左右の損傷制御部品 (サイドブ

ロック )に接触した後、図 -1に示した損傷部が曲

げ変形し、上沓と損傷制御部品との引掛りが外れ

ることにより支持機能が喪失する仕組みとなって

いる。また、水平方向に力が作用した場合は、下

沓部に傾斜部を設けることにより、上沓が下沓傾

斜部に接触した後に傾斜面に沿って鉛直上向き方

向へ移動し、損傷制御部品に接触した後、図-1に

示した損傷部を曲げ変形させて上沓と損傷制御部

品との引掛りが外れる仕組みとなっている。 

3.3 損傷制御型支承の構造設計 

 損傷制御型支承は、3.1で示した設計思想に基

づくことが重要である。ここで、損傷制御部品の

耐力は、下部構造の耐力を考慮して設定した。 

 損傷させない部品は、耐力階層化の観点から、

損傷制御部品よりも先に損傷する確率をできるだ

け小さくすることが重要である。そのため、本研

究では、損傷制御部品の耐力が、損傷させない部

品の耐力を上回る確率 (図 -2の緑色で示した範囲

であり、以下「超過確率」という )を小さくすべ

く、両部品間に耐力差を設けることにより、損傷

させない部品に求められる耐力を設定した。 

 ここで、損傷制御部品と損傷させない部品に使

用する材料の材料強度のばらつきとしては、文献

7)に示されている正規確率密度分布を適用した。 

4．損傷制御型支承を設置した支承-橋脚系に 

おける耐荷力特性の検証 

4.1 実験の概要 

 前述のように提案した損傷制御型支承が、津波

の影響によって橋に最終的な破壊が生じる状況に

おいて、設計思想とおりの破壊モードと破壊耐力

が得られるかを検証するため、写真-2に示すよう

図-1 損傷制御型支承と損傷制御メカニズム
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なRC橋脚を含めたセットアップにより載荷実験

を行った。本実験では、1支承線上に4基の損傷

制御型支承を設置した。また、載荷方法について

は、津波の影響により上部構造に作用する力を模

擬するため、既往の水路実験で計測した支承反力

の分力特性8)に基づき、水平軸に対して60°上向

きにジャッキを用いて載荷することとした(写真-

2)。 

 ここで、損傷制御型支承は、津波の影響により

上部構造から伝達されてくる力に対して、下部構

造の降伏耐力を上回らないように設計した。本実

験における損傷制御型支承の配置条件で、水平軸

に対し60°上向きに載荷する系においては、下

部構造の中で最初に破壊が生じる断面は張出し横

梁の付け根部(写真-2中の対象断面)となった。し

たがって、損傷制御部品の耐力は、この張出し横

梁部の耐力を超えないように設定した。また、損

傷させない部品の耐力は、前述したように超過確

率が小さくなるように、各部品の材料強度のばら

つきを考慮して、損傷制御部品との耐力差を設定

した。ここで、超過確率の設定方法については求

められる信頼性の水準によって変わるが、本研究

においては、10%と仮定した。 

 本研究で提案する損傷制御型支承は、BP-B支

承のサイドブロックを損傷制御部品に交換し、支

承本体と一体化させる構造である。ここで、損傷

制御型支承の設計を合理的に行う観点からは、損

傷制御部品の強度のばらつきは小さいほうが望ま

しい。そこで、支承部を構成する部品のうち、上

沓、下沓等の損傷させない部品については、従来

からBP-B支承に用いられているSM490(降伏強度

の標準偏差0.117))とした上で、損傷制御部品につ

いては、材質のばらつきがSM490よりも小さい

SM520(同0.087))を用いることとした。そして、

これらのばらつきを考慮し、超過確率が10%とな

るように損傷させない部品に求められる耐力 (損

傷制御部品の耐力の平均値PuDの約1.3倍 )を算定

した(図-3)。 

4.2 解析の概要 

 上述した考え方により、設計した損傷制御型支

承の耐力について、予め解析を行った9)。ここで、

載荷ばりは剛体、支承は鉛直ばねと水平ばねでモ

デル化し、鉛直ばねのみ別途実施した支承載荷実

験5)で得られた結果を基に、非線形特性を設定し 

 
た9)。本載荷実験と条件を合わせるために、水平

軸に対して60°上向きに強制変位を与えて解析

を行った結果、図-4に示すように、支承反力の合

計値は、最大で約680kNと評価された。 

4.3 検証結果 

4.3.1 損傷制御型支承の破壊モード 

 写真 -3は、損傷制御型支承 (支承1)の破壊モー

ドを示したものである。損傷制御型支承は、損傷

制御部品であるサイドブロックの塑性化させる箇

所で損傷(曲げ変形)しており、他の部位には損傷

が見られなかった。支承1、2、3の順に同様の破

壊をしたところで実験を終了した。 

4.3.2 変位－荷重関係 

 図 -4は、載荷位置の鉛直変位 (ジャッキで与え

た変位量の鉛直方向成分 )と支承の鉛直反力の合

計値を示したものである。図より、載荷実験によ

り得られた支承の鉛直反力の合計値は最大で約

650kNとなり、解析で推定した値(約680kN)とほ 

写真-2 実験模型  

図-3 設計した損傷制御型支承の各耐力の関係

写真-3 実験後の損傷制御型支承の状況(支承1) 
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ぼ一致した。このように、本研究で提案する損傷

制御型支承は、設計思想通りの破壊モードを示し、

かつ、推定した支承の鉛直反力とよく一致する耐

荷力特性を有していることを確認した。 

4.3.3 下部構造への影響 

 下部構造への影響度合いを確認するため、張出

し横梁下側の付け根部など、本実験条件で鉄筋に

大きなひずみが生じると推定される箇所について

は、ひずみゲージを取付けて鉄筋のひずみ量を計

測した。その結果、該当部位での鉄筋のひずみは、

降伏ひずみに達してなく、下部構造には損傷が生

じなかったことを確認した9)。 

5．まとめ 

 本研究では、津波の影響を受ける橋への適用を

想定した損傷制御型支承を提案し、その設計の考

え方と、耐荷力特性について、橋脚模型を用いた

載荷実験により検証した。その結果、損傷制御型

支承を用いることにより、津波の影響に対して、

想定通りの破壊形態になること、予め推定した耐

荷力で損傷を誘導することができた。 

 本研究では、鋼製支承を対象としたが、今後は

ゴム支承に対しても損傷を制御する方法を検討し

ていきたいと考えている。 
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図-4 荷重-変位曲線  
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